政策ニュースレター第1号

社会保障審議会・少子化対策特別部会（第28回）報告

日時：2009年10月13日（火）17:00～19:00

場所：厚生労働省省議室

出席者： ＜委員＞ 大日向恵泉女学園大学教授（部会長）、篠原・連合生活福祉局長、岩淵・東北福祉大学教授、内海・吉村小児科院長、清原・三鷹市長、駒村・慶應大学教授、佐藤博樹・東京大学教授、庄司・立教大学教授、杉山・(有)セレーノ代表取締役、宮島・日本テレビ報道局解説委員、山縣・大阪市立大教授、吉田・遊育代表取締役　＜参考人＞藤原・日本経団連経済対策本部長（高尾委員の代理）、中橋・NPO法人わははネット理事長、鈴木・(財)児童健全育成財団事務局長＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、香取審議官他

議題：すべての子育て家庭に対する支援について

　両立支援からは一旦離れて、すべての子育て家庭に対する支援として、一時預かりと児童館について議論した。

　一時預かりについては、親のリフレッシュや短時間勤務など様々なニーズに即して個人がサービスを選択して利用する制度であるが、今後提供体制を充実していく上での市町村の実施責任や給付方式のあり方を検討。ファミリーサポートセンター事業（一時預かりのマッチング）を運営する中橋参考人は、「一時預かり事業では送迎ができないので、タクシー会社との提携している」などのNPOが行う「小さな隙間」を埋める事業への支援を拡充する方向で、助成を拡充し、市町村の責任を明確にするべきと主張した。

　児童館については、鈴木参考人が、地域で子育てを支援する体制を構築する上で児童館の持つ多機能性を活用すべきこと、そのためには各市町村に1名の専従の児童厚生員を配置するだけの助成が必要なことなどを提起した。

　また、新政権における次世代育成支援施策に関する行方について、「子ども手当の議論はどの程度すすんでいるのか」（清原委員）、「内閣府の少子化担当大臣との関係は」（佐藤委員）、「地方分権改革推進委員会の『第3次勧告』を受けて、当部会のすすめ方に影響があるのか」等の質問があった。事務局からは「それらを踏まえて、部会としてのとりまとめをお願いしたい」旨の回答があった。大日向部会長は「これまで1年8ヶ月の議論を無駄にしてはならない。この分野は政権が代わっても超党派で引き続き取り組んでもらいたい」と締めくくった。

　次回は10月28日、育児休業給付の財源等について検討する。

以　上
